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自己紹介

• 経歴
– 1998～ 東京大学 先端科学技術研究センター 助手

– 2005～ 大阪市立大学大学院 創造都市研究科 准教授

– 2012～ 東京大学大学院工学系研究科 都市工学専攻 准教授

• 分野： 「国土・都市計画，地域開発，グローバル都市論」
・国土・広域の政策論： 国土計画・グランドデザインの研究、国土構造（一極
集中・多極分散）の研究、地域格差論、広域連携

・グローバル都市論： 巨大都市論、多国籍企業立地論、開発途上国の地域
開発と開発援助、ＰＰＰ（公民連携）

・人口減少局面のまちづくり： 公共施設・インフラの統廃合・再編、空間マネ
ジメント、コンパクトシティ、「創造的再生」

• 国土計画とのかかわり：
– 主要な研究テーマの一つとして （博士論文など）

– 国土計画関係の委員会への参加を通じて
（国土の長期展望専門委員会、国土審議会計画部会、国土管理専門委
員会など）



国土の利用・管理

• 人口減少局面で、広く多様な国土をどう利用していくのか。
国土を利用・管理しきれるのか。

• 国として、どのような問題を解決・緩和しようとするのか。
（ローカルな問題の即地的な解決・緩和とは違う。）



Source:国土交通省(2014)『新たな「国土のグランドデザイン」骨子参考資料』
平成26年３月28日 https://www.mlit.go.jp/common/001033677.pdf



Source:『改正土地基本法・土地基本方針の概要』
https://www.mlit.go.jp/totikensangyo/totikensangyo_tk2_000099.html



人口減少時代の国土利用・管理の発想

全体から個へ

• トップダウン

• バックキャスティング

• シノプティック（総覧型）
プランニング

• 事前確定的

• 総合計画

※全体の規範が個々の事情
に合わなくなっている。

※トップダウンの政策が分権
的な社会で難しくなっている

個から全体へ

• ボトムアップ

• フォアキャスティング

• インクレメンタル（積上型）
プランニング

• 動的・フレキシブル

• 戦略計画・個別事業

※個の積み上げが全体としての
改善につながるか？



• シノプティックプランニング
（synoptic Planning：総覧的計画）

：計画の主流は、目標を明示し正しい因果を踏まえて政策を選択
していく。

Hudson他(1979)によるプランニングの分類
(Barclay M. Hudson, Thomas D. Galloway and Jerome L. Kaufman, 1979, Comparison 

of Current Planning Theories, Counterparts and Contradictions, Journal of the 
American Planning Association, 45(4), 387-398)

• インクレメンタルプランニング
（incremental planning：漸次的・累積的計画）

・総覧的計画を非現実的と批判

・様々な主体の（個別の）調整や、個々はバラバラの活動の累積
を踏まえた、直観・経験・調整の集合が計画になるとした。「やりく
りの科学(the science of muddling through)」



欧米の専門家による近年の広域計画の議論
(Harrison et.al.(2021) Regional Studies  55(1)、

Stephan Schmidt(2009) European Planning Studies, 17(12)などから筆者加筆・まとめ）

Ａ．法定の計画による規制・誘導
• 誘導する内容を計画主体（国・自治体）が具体的に明示し、法・制度的な

権限（規制や補助金など）によってそれを強力に推し進めていく。

• 特に西欧諸国、および米国の一部の都市で、都市構造を望ましい形に誘
導し、維持することに貢献している。

※ 主体も課題も多様化し、またモビリティを始めとした各種の技術が発達す
る現代に、硬直的な制度が対応しなくなってきている。

Ｂ．非法定の方針・戦略による合意形成・協調
• 国・地域の目指す方向性を多様な主体の合意形成によって大まかに設定

し、各主体がその方向性を意識しながら行動する。

• 法や制度にとらわれず、議論が必要と思われる分野について、多様な主
体を巻き込んで議論できる。フレキシブルでイノベーティブ。

※ 実現手段は担保されていない。合意された内容のみが実現する。利害が
対立するものは、据え置かれる。



Source:『国土の利用に関する諸計画の体系』
https://www.mlit.go.jp/common/001120149.pdf



Source:『国土の管理構想概要全体』
https://www.mlit.go.jp/kokudoseisaku/kokudoseisaku_tk3_000130.html



Source:『国土の管理構想概要全体』
https://www.mlit.go.jp/kokudoseisaku/kokudoseisaku_tk3_000130.html



Source:第24回国土審議会(2022.7.15) 資料２



Source:『国土の管理構想概要全体』
https://www.mlit.go.jp/kokudoseisaku/kokudoseisaku_tk3_000130.html



Source: （国土交通省）国土管理専門委員会2019年とりまとめ「将来的に放置されて
いくことが予想される土地の管理のあり方」



Source:『国土の管理構想概要全体』
https://www.mlit.go.jp/kokudoseisaku/kokudoseisaku_tk3_000130.html



Source: （国土交通省）国土管理専門委員会2019年とりまとめ「将来的に放置されて
いくことが予想される土地の管理のあり方」



国土利用・管理における国の役割とは（私見）

• 利用・管理のための法・制度的基盤を整える。
（所有者不明土地への対応を含め）

• ローカルの利用・管理の活動を支援する。

• 国土のモニタリングをしっかり行う。

• 全体から個へのブレイクダウン、バックキャスティングが必要
な政策課題にどう対応するのか。そのための方法を検討す
る必要があると考えられる。

– 森林：地球温暖化対策（二酸化炭素固定、排出削減等）

– 農地：自給率・食料安全保障

– 都市：（都市レベル）市街地の集約



Source: Google Map
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Source: Google Map
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Q団地 （京都府亀岡市）
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三重県伊賀市
Source: Google Map



40以上の大小の
開発団地がある。

・そのほとんどが中・小規
模の民間開発団地

・開発時期も様々だが、
入居はバブル期前後が
多いとみられる。

・半分以上空き地のまま
の団地が多い。
「多孔(perforated)団地」
（ｃｆ）スポンジ化）

・空き家も多孔団地を中
心にある程度見られる。



342014年１月17日 Ａ団地（三重県伊賀市）



2014年１月17日 Ａ団地（三重県伊賀市）



Ａ団地 出典：Google Map



2014年５月１日 Ｂニュータウン （三重県伊賀市）



Ｂニュータウン （三重県伊賀市）



Ｂニュータウン （三重県伊賀市）
出典：Google Map




